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１．計画の背景と目的 

 

町営住宅は、住宅に困窮する低額所得者への住宅セーフティネットとして、

その役割を果たしているところである。しかしながら、本町では、昭和４０年

代から平成４年にかけて建設された町営住宅ストックが、今後一斉に更新時期

を迎えるため、厳しい財政状況の中、効率的かつ円滑な更新を行うことが課題

となっている。このため、予防保全的な維持管理を図り、長寿命化による更新

コストの削減や事業量の平準化を目的として、平成２４年に「長柄町公営住宅

等長寿命化計画」（平成２４年度～平成３３年度）を策定し、町営住宅の計画

的な活用・維持管理に努めてきたところである。 

今後は本町においても、人口・世帯数の減少等により町営住宅を取り巻く環

境は変化している。さらに、国の関係省庁連絡会議による「インフラ長寿命化

基本計画」（平成２５年１１月）、総務省による「公共施設等総合管理計画の策

定にあたっての指針」（平成２６年４月）を踏まえ、国土交通省においても、

平成２８年８月に「公営住宅等長寿命化計画策定指針」を改定し、将来的な需

要動向を見通した上で公営住宅の長寿命化を図ることとしたところである。 

また、公営住宅に限らず、公共施設の長寿命化対策は全国的な課題であるこ

とから、国の要請を受け、本町においても、「長柄町公共施設等総合管理計

画」（平成２９年３月）等を策定し、社会基盤施設等については、施設ごとの

特性に応じて、安全性の向上やコスト縮減に配慮した個別施設ごとの長寿命化

計画を策定するとともに、予防保全など計画的な維持管理を実施するため、中

長期的な視点から施設総量の適正化にも配慮することとし、庁舎・学校等町有

建物については、「施設管理の適正化」及び「施設総量の適正化」に向けた取

り組みを始めたところである。 

これらの状況の変化や新たな指針等を踏まえ、将来的な需要に対する供給水

準の維持を基本とし、町営住宅の長寿命化によるライフサイクルコストの縮減

及び事業量の平準化に取り組むため、新たな「長柄町公営住宅等長寿命化計

画」（計画期間：令和４年度～１３年度）（以下、「本計画」という）を策定す

る。 
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２．計画の期間 

 

本計画の計画期間は、中長期（概ね２０４０年）までの見通しを踏まえつ

つ、２０２２年度（令和４年度）～２０３１年度（令和１３年度）までの１０

年間とする。なお、定期点検の結果や予算の執行状況等に応じて適宜計画の時

点修正を行うとともに、原則として５年後に新たな見通しを踏まえた期間を設

定し計画の見直しを行うものとする。 

 

３．町営住宅等ストックの状況  

  

（１）町営住宅の管理状況 

 

① 住宅の状況 

 

本町には３住宅、１２３戸の町営住宅がある。内訳は鼠坂住宅が平成３～４年

建設で３２戸の木造建築物、鴇谷住宅が昭和５７～５８年建設で６０戸の簡易

耐火建築物、刑部住宅が昭和４７～４８年建設で３１戸の簡易耐火建築物であ

る。 

 

   表１ 町営住宅の概要 

住 宅 名 鼠坂住宅 鴇谷住宅 刑部住宅 

用途地域 都市計画区域外 都市計画区域外 都市計画区域外 

敷地面積(㎡) 7,232.77(実測) 11,834.55(実測) 9,565.05(公簿) 

構造･階数 木造二階建て 
簡易耐火構造 

二階建て 

簡易耐火構造 

二階建て 

建設年次 平成 3~4 年 昭和 57~58 年 昭和 47~48 年 

住戸面積(㎡) 
1 種 67.00 

2 種 63.30 

1 種 70.50 

2 種 65.90 

1 種 42.80 

   ~85.60 

2 種 78.60 

管理戸数(戸)       32       60       31 

家賃(円) 15,000~62,400 14,100~52,900 8,000~23,500 

耐用年限経過年 令和 4 年 令和 10 年 平成 30 年 
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現況写真

　専用面積
(㎡)

67.00～ 15,000～
63.30 62,400

67.00～ 15,000～
63.30 62,400

■
整
備
・
改
善
履
歴

工　　　事　　　名 施　　行　　時　　期 備　　　　考

　火災警報器設置工事 Ｈ１８ 地域住宅交付金事業

　外壁・屋根等塗装工事 Ｈ２２（Ｈ２１繰） 地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業

　浴室改修工事 Ｒ２ 社会資本整備総合交付金事業

敷地面積(㎡) 　　　　7,232.77(実測) 専用物置

　　あり(　49.68㎡)

建ぺい率

容積率 　　　　　　　　　　― し尿処理施設

　　あり

　　合併処理浄化槽

　　あり

■
住
戸
・
住
棟
の
状
況

建設 戸数 構造 間取り

Ｈ０４ ２２ 木造 ３ＤＫ

Ｈ０３ １０ 木造 ３ＤＫ

合計 ３２

自転車スペース

二階屋 ３０

無 二階屋

無

３０

空家ＥＶ
住　 棟

耐用年限

　表２　鼠坂住宅

月家賃(円)
タイプ

　　なし

　　あり

■
敷
地
条
件

用途地域 　　　都市計画区域外

■
団
地
施
設

集会施設

備　　考 駐車スペース

　　　　　　　　　　― 児童遊園

高低差・最大斜度
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現況写真

　専用面積
(㎡)

65.90～ 14,100～
70.50 52,900

65.90～ 14,100～
70.50 52,900

　表３　鴇谷住宅

　火災警報器設置工事 Ｈ１８～Ｈ１９ 地域住宅交付金事業

社会資本整備総合交付金

　集会所内外部改修工事 Ｈ２５ 社会資本整備総合交付金

　外壁等塗装改修工事 Ｈ３０～Ｒ１ 社会資本整備総合交付金

  浴室改修工事

■
整
備
・
改
善
履
歴

工　　　事　　　名 施　　行　　時　　期 備　　　　考

　外壁等塗装改修工事 Ｈ９～Ｈ１１

　修繕工事 Ｈ１４ 火事　2-8、2-10

　トイレ改修工事 Ｒ５～Ｒ７ 社会資本整備総合交付金

Ｒ３

無

無

４５二階屋

４５二階屋

住　 棟

Ｓ５７ ３０ 簡二 ３ＤＫ

ＥＶ
■
住
戸
・
住
棟
の
状
況

建設 戸数 構造 間取り

合計 ６０

Ｓ５８ ３０ 簡二 ３ＤＫ

児童遊園 　　あり

　　なし

備　　考 駐車スペース 　　あり

　　合併処理浄化槽

敷地面積(㎡) 　　　　11,834.55(実測) 専用物置 　　なし

容積率 　　　　　　　　　　―

耐用年限 空家 月家賃(円)
タイプ

■
敷
地
条
件

用途地域 　　　都市計画区域外

■
団
地
施
設

集会施設

高低差・最大斜度 自転車スペース

し尿処理施設

　　あり(　70.00㎡)

建ぺい率 　　　　　　　　　　―
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現況写真

　専用面積
(㎡)

42.80～ 8,000～
85.60 23,500

42.80～ 8,000～
85.60 23,500

　表４　刑部住宅

　　合併処理浄化槽

高低差・最大斜度

　　あり(　51.87㎡)

建ぺい率 　　　　　　　　　　― 児童遊園 　　あり

　　なし

■
敷
地
条
件

用途地域 　　　都市計画区域外

■
団
地
施
設

集会施設

容積率 　　　　　　　　　　― し尿処理施設

自転車スペース

備考 駐車スペース

地域住宅交付金事業

敷地面積(㎡) 　　　　11,547.55(公簿) 専用物置 　　なし

月家賃(円)
タイプ

Ｓ４７ １７ 簡二 ２ＤＫ 二階屋

ＥＶ

無

住　 棟

合計 ３１

■
住
戸
・
住
棟
の
状
況

建設 戸数 構造 間取り

　　あり(共同)

Ｓ４８ １４ 簡二 ２ＤＫ

４５

無 二階屋 ４５

耐用年限 空家

■
整
備
・
改
善
履
歴

工　　　事　　　名 施　　行　　時　　期 備　　　　考

　合併浄化槽修繕工事 Ｈ２０ 本体(ＦＲＰ)修繕

　火災警報器設置工事 Ｈ２０
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②入居者の状況 

   

   表６ 町営住宅の居住者の状況         

住 宅 名 鼠坂住宅 鴇谷住宅 立鳥住宅 刑部住宅 

世帯 

人数 

（戸） 

令和２ 

年度末 

１人 ６ １２ ６ ８ 

２人 ７ １２ ２ ４ 

３人 ４ ８ ２ ５ 

４人 ６ ６ １ ２ 

５人以上 ５ ８ １ ５ 

月額 

収入 

（戸） 

令和２ 

年度末 

～１２３，００

０円 

２０ ２８ ７ ２１ 

～１５３，００

０円 

３ ４ １ １ 

～１７８，００

０円 

０ ２ １ ０ 

～２００，００

０円 

０ ２ ０ ０ 

２００，００１

円～ 

５ １０ ３ ２ 

上記のうち収入超

過 

２ １０ ４ ２ 

年齢 

構成 

（人） 

令和２ 

年度末 

～１４歳 ３０ １７ ２ １７ 

１５～３４歳 ２３ ４６ ６ ２２ 

３５～５４歳 １５ ４７ ９ １８ 

５５～６４歳 ５ １４ ２ ７ 

６５～７４歳 １ １３ ５ ７ 

７５歳～ ９ １５ ７ ６ 

平均年齢（歳） ３０．５２ ４１．４３ ５４．２３ ３６．１２ 

世帯 

特性 

（戸） 

令和２ 

年度末 

単身世帯 ６ １２ ６ ８ 

高齢者世帯 ５ ５ ６ ７ 

障害者世帯 ０ ８ １ ４ 

母（父）子世帯 ４ １１ １ ６ 

生活保護世帯 ２ ３ ２ ２ 

上記以外の一般世

帯 

１１ ２０ ３ １０ 
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   表７ 収入分位別町営住宅居住世帯数 

 

月 収

（円） 

 

0 

~ 

104,000 

104,001 

~ 

123,000 

123,001 

~ 

139,000 

139,001 

~ 

158,000 

158,001 

~ 

186,000 

186,001 

~ 

214,000 

214,001 

~ 

259,000 

259,001 

~ 

 

世帯数 71 4 3 5 4 6 6 9 

 

   ③募集・状況 

 

   表８ 町営住宅の空き家募集状況 

 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 

公営住宅の空き家募集戸

数（戸） 

24 18 22 17 26 28 

管理戸数（戸） 163 163 163 163 163 163 

 

 

３．長寿命化に関する基本方針 

 

（１）ストックの状況の把握（定期点検及び日常点検）・修繕の実施・デー 

タ管理に関する方針 

 

〇定期的な点検や日常的な維持管理業務のなかで、ストックの状況把握に努 

める 

町営住宅に係る定期点検は、建築基準法令に基づき、構造・建築設備等 

の調査項目や実施方法が定められているため、引き続き、この法令に基づ 

く適切な運用を行う。 

 

〇修繕の必要がある場合は、条例等に基づき速やかに実施する 

点検結果を踏まえ、修繕・改善計画を適宜見直し、効率的・効果的な修 

繕・改善の実施に努める。 

 

〇定期点検や日常点検の結果を踏まえ、劣化が判明した部位は、予防保全的 

な修繕・改善を実施し、適切な維持管理を図る 

年次ごとの事業計画は、前年度の定期点検の結果や財政事情その他関連施 

策等の状況を総合的に判断して見直すこととする。また、無駄のない効果的 
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な実施方法を検討し、計画の見直しに反映させるものとする。 

○データを蓄積し、活用する 

本県では、施設の諸元、施工条件や点検・修繕・更新等の履歴等を蓄積し 

ている。今後も、履歴を蓄積するとともに、事業計画の立案や見直し時に活 

用する。 

 

（２）改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関

する方針 

 

○点検・診断に基づく予防保全による修繕・改修を実施する 

建物の老朽化や劣化による事故や居住性の低下を未然に防ぎ、安全で快適 

な居住空間の確保を図るため、点検・診断結果に基づき、予防保全的な修 

繕・改修の実施により良好な状態で維持・活用していく。 

 

○長寿命化によりライフサイクルコストを縮減する 

中長期的な観点から、財政負担の軽減や平準化を図るため、建替（更新） 

を基本とする短いサイクルでの更新ではなく、耐久性の向上をはじめとした 

長寿命化に資する機能向上を図り、ライフサイクルコストが最小となる効率 

的な維持管理を進める。 

 

４．公営住宅等長寿命化計画の対象と事業手法の選定 

 

（１）計画の対象 

鼠坂住宅、鴇谷住宅、刑部住宅を対象とする。 

 

（２）団地別・住棟別の事業手法の選定方針 

活用手法選定フローによって、活用計画を定める。 

 

（３）判定結果 

鼠坂住宅、鴇谷住宅、刑部住宅が「改善」に該当する判定結果となった。 

 

５．点検の実施方針 

 

○データを活用し、メンテナンスサイクルを構築する 

全対象施設に対する点検・診断を実施し、その結果に基づく必要な対策を 

行うとともに、点検・診断結果や対策履歴等の情報を記録し、次の点検・診 
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断等へ活用する「メンテナンスサイクル」を構築する。 

○日常点検は、管理業務の中で対応する 

定期点検の他にも、消防法や水道法に基づく点検については、管理業務の 

中で定期的に実施している。今後も、建築物・設備等の点検を定期的に実施 

し、町営住宅ストックの状況把握に努める。 

 

６．計画修繕の実施方針 

 

○定期的な点検の実施や日常的な維持管理業務の中で、ストックの状況の把

握に努め、修繕の必要のあるものについては、条例に基づき速やかに実施す

る 

建物を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・

設備等の経年劣化に応じて、適時適切な修繕・改修を実施していくことが重

要であり、そのためには予防保全的な観点から、定期的な点検を行い、点検

に応じた修繕・改修を行うことが重要である。 

 

○点検結果や財政状況を踏まえ、年次ごとの事業計画を適宜見直し、効率的 

に実施する 

年次ごとの事業計画は、前年度の定期点検の結果や財政事情その他関連施

策等の状況を総合的に判断して見直すものとし、適宜受託者で計画的に実施

している修繕等との整合性を図るなど、無駄のない効果的な実施方法を検討

し、計画の見直しに反映させる。 

 

７．改善事業の実施方針 

既存住宅ストックの有効活用を図るため、外壁改修や屋上断熱防水改修な

ど、長寿命化に資する改修を実施する。 

建物劣化状況に応じて、必要な修繕・改修を実施する。 

 

（１）住戸改善 

〇住戸内の設備更新やバリアフリー化改修を実施し、長寿命化を図る 

住戸内の設備更新及びバリアフリー化改修を実施し、住戸内の機能的な耐

久性の向上のため、耐用年限を勘案しつつ、キッチンユニットの交換、床の

張替、排水管の交換、浴室の高齢化対応（ユニットバスの設置・手摺の設

置）、和式トイレから洋式トイレへの交換、給湯機器の交換等、住戸内の設

備更新及びバリアフリー化改修を実施し、住戸内の機能的な耐久性の向上を

目的とする。 
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なお、住棟・住戸を全面的に改善する工事は、以下の理由により想定して

いない。 

１戸当たりの改善コストがかかり、厳しい財政事情の中では事業の実施量

が限られることになる。 

全面的な住戸内工事は、工事期間中に引っ越しを伴う仮移転が必要であ

り、入居者への負担が大きく、また工事が長期にわたることになる。 

 

（２）外壁改修 

〇原則として、建設後又は改修後１５年を経過した住棟を対象に外壁改修を

実施する。 

定期点検結果を踏まえ、適宜実施時期は調整するものとする。 

 

（３）屋根断熱防水改修 

〇原則として、建設後又は改修後１５年を経過した住棟を対象に屋上断熱防 

水改修を実施する 

原則として、建設後又は改修後１５年を経過した住棟を対象に、定期点検

結果を踏まえ、屋根断熱防水改修を実施する。 

 

（４）集会所改修 

〇長寿命化を図る設備更新及びバリアフリー化改修を実施し、機能的な耐久

性の向上のため、耐用年限を勘案しつつ、床の張替、排水管の交換、和式トイ

レから洋式トイレへの改修（手摺の設置）、照明器具のＬＥＤ化等を実施し、

機能的な耐久性の向上を目的とする。 

  

 

改善事業の対象の団地 

住宅名 建築年度 棟数 戸数 備考 

鼠坂住宅 平成３～４年 １６棟 ３２戸  

鴇谷住宅 昭和５７～５８年 ７棟 ６０戸  

刑部住宅 昭和４７～４８年 ８棟 ３１戸  

 

 

８．建替事業等の実施方針 

本計画期間内での建替事業計画はないが、次期計画期間に必要な検討を行

う。 
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９．ライフサイクルコスト縮減効果の算出及び事業費見込額 

 

（１）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減額 

国の指針に基づいて算出した、現時点で見込まれるライフサイクルコスト縮

減効果（長寿命化改善工事を実施する場合、実施しない場合、それぞれの場合

について使用する期間中に要するコストを住棟単位で算出し、それぞれ使用す

る期間（年数）で除することで算出される年あたりのコストを比較したも

の。）の合算は、約５００万円／年となる。 

 

（２）事業費見込み額 

本計画による事業費は、令和４年～令和１３年の計画期間において、約２億

円を見込む。 


